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１．機構の事業内容、事務所の所在地 

 

（１）事業内容 

ａ）農水産業協同組合貯金保険法（昭和４８年法律第５３号）に基づく業務 

① 保険料の収納 

② 貯金者等に対する保険金等の支払 

③ 経営困難農水産業協同組合に係る合併等（付保貯金移転を含む。）に対する資金援助（金銭の贈与、資金の貸付け又は預入れ、資産の

買取り、債務の保証又は引受け、優先出資の引受け等及び損害担保） 

④ 追加的資金援助 

⑤ 貯金等債権の買取り 

⑥ 協定債権回収会社に対する業務（協定の締結、回収業務の円滑な実施に必要な資金の出資、損失の補填若しくは資金の貸付け又は債務

の保証、金銭の収納、回収業務の実施に必要な指導及び助言等） 

⑦ 管理人の業務 

⑧ 金融危機対応業務 

⑨ 金融システムの安定を図るための農林中央金庫の資産及び負債の秩序ある処理に関する措置への対応業務 

⑩ 決済債務の弁済のための資金、貯払い資金及び資産価値の減少防止のための資金の貸付け等 

 

ｂ）農水産業協同組合の再生手続の特例等に関する法律（平成１２年法律第９５号）に基づく業務 

     第２章及び第３章の規定に基づく貯金者代理の業務 

 

  ｃ）株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法（平成２３年法律第１１３号）に基づく業務 

     株式会社東日本大震災事業者再生支機構の設立及び同機構に対する出資 

 

ｄ）ａ）～ｃ）の業務に附帯する業務  

 

（２）事務所の所在地                                                                                                               

 
所 在 地               電 話      Ｆ Ａ Ｘ      

 

 
〒１００－０００５ 東京都千代田区丸の内３－３－１（新東京ビル） ０３－３２８５－１２７０ ０３－３２８５－１２７４ 
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２．機構の沿革等 

 

（１）機構の沿革 

 年   月 事 項                       

 昭和４８年 ９月 ・設 立  

 昭和６１年 ６月 

(昭和61年 9月 1日施行) 

・農水産業協同組合貯金保険法（以下この表において「貯金保険法」という。）改正により 

①保険金の仮払金支払制度の導入 

 

   ②資金援助制度等の導入  

 平成 ８年 ６月 ・貯金保険法改正により  

 (平成 8年 6月21日施行)  ①対象組合に特定漁連(注)の追加                 (注)特定漁連とは、漁協から信用事業を譲り受けた信漁連をいう。  

   ②資金援助対象に信用事業の全部譲渡の追加  

   ③貯金等債権買取制度の導入（平成９年４月１日施行）  

   ④特別保険料、貯金等債権の特別買取り及び特別資金援助制度の導入（平成１３年３月３１日までの時限的措置）  

 平成 ９年１２月 ・貯金保険法の改正により  

 (平成 9年12月19日施行)  ①資金援助対象に新設合併の追加  

  ②資金援助対象に特定合併(注)の追加（平成１３年３月３１日までの時限的措置）  

        (注)特定合併とは、都道府県知事のあっせんに係る経営困難組合同士の合併をいう。  

 平成１０年 ５月 ・貯金保険法の改正により 

 ①資金の借入れに対する政府保証の付与の導入 

 

 (平成10年 5月27日施行）  

  ②資金援助の手法として、劣後ローン供与、経営困難組合からの資産の直接買取り等の追加  

平成１２年 ５月 

(平成13年 4月 1日施行) 
 

 

 

 

 

 
 

・貯金保険法等の改正により 

①対象組合に農林中金、信農連、信漁連等の追加 

②資金援助対象に信用事業の一部譲渡、付保貯金移転の追加 

③付保対象貯金に金融債等の追加 

④資金援助手法として、優先出資の引受け及び損害担保の追加 

⑤公的管理人制度、協定債権回収会社業務及び金融危機対応業務の導入 

⑥貯払い資金の貸付け等の導入 

⑦平成８年６月の欄の④に係る時限措置の１年延長。なお、流動性貯金（特定貯金）については、１５年３月末まで全額保護 

（以上、貯金保険法等の改正による。） 

⑧貯金者代理の業務の導入（農水産業協同組合の再生手続の特例等に関する法律による。） 
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平成１３年  ６月 

(平成14年 1月 1日 施行) 

・貯金保険法の改正により 

資金援助対象に指定支援法人(注)の追加 

  (注)指定支援法人とは、農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律（平成８

年法律第１１８号）第３２条に規定する法人をいう。 

平成１４年１２月 

(平成15年 4月 1日 施行) 

・貯金保険法の改正により 

①決済用貯金の全額保護措置の導入 

②決済債務の保護措置の導入 

③決済債務の弁済資金の貸付けの導入 

④特定貯金の全額保護の時限措置の２年延長 

平成２３年 ８月 

(平成23年 9月26日 施行) 

・農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に関する法律の改正により 

①震災特例組合に係る特定優先出資等の取得に関する業務の導入 

②取得した特定優先出資等の処分に関する業務の導入 （震災特例業務） 

 

平成２３年１１月 

(平成23年11月28日及び 

平成24年 2月23日 施行) 

・株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法の制定により株式会社東日本大震災事業者再生支援機構機構の設立の発起人

となり、１，３１４百万円を出資（平成２４年２月１７日） 

 

平成２７年 ９月 

(平成28年 4月 1日 施行) 

・農業協同組合法等の改正により対象組合に特定承継会社を追加（令和８年３月末まで）  

平成３０年 ２月 

(平成30年 2月 7日施行) 

・株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法の改正により株式会社東日本大震災事業者再生支援機構に６６３．８百万円

を追 

加出資（平成３０年６月２６日） 

平成３０年 ９月 ・上記、震災特例業務終了 

令和 ３年 ６月 

(令和 4年 4月 1日 施行) 

・貯金保険法の改正により 

金融システムの安定を図るための農林中央金庫の資産及び負債の秩序ある処理に関する措置の導入 

 

 

 

（２）設立根拠法 

農水産業協同組合貯金保険法 

 

 

（３）主務大臣 

農林水産大臣、財務大臣、内閣総理大臣 
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（４）審議等機関 

運営委員会（委員７人以内並びに機構の理事長及び理事で組織） 

                                                                  （令和８年３月３１日現在） 

 
 氏  名 現 職                  

 

 
委員長（理事長） 庄  司  裕  宇  

 

 
委 員〈五十音順〉 梶  毅 

静岡県信用農業協同組合連合会経営管理委員会会長 

ＪＡバンク代表者全国会議副議長 

 

 
同 木  村  直  人 全国漁業協同組合連合会常務理事 

 

 
同  篠 田   崇   農林中央金庫常務執行役員 

 

 
同 田 中 茉 莉 子  武蔵野大学経済学部 教授 

 

 
同 富 永  浩 明 弁護士 

 

 
同 鳥  谷  礼  子 一般社団法人環境金融研究機構理事 

 

 
同 福 園  昭 宏 全国農業協同組合中央会常務理事 

 

 
理 事  佐 藤  宏 昭  

 

 

 

３．資本金の状況 

                                                                                                                 （単位：百万円） 

 
 令和６事業年度末 令和７事業年度増減 令和７事業年度末 備     考 

 

 

 政府出資金 ２，０５５ ０  ２，０５５ 

一般勘定             ７５ 

東日本大震災事業者再生支援勘定 

              １，９８０ 

 

 
  日本銀行出資金 ７５ ０         ７５  
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  民間出資金 １５０ ０       １５０  

 

 
  農林中央金庫          ７５ ０         ７５  

 

 
  信用農業協同組合連合会等          ６７．５ ０         ６７．５    ９３団体 

 

 
  信用漁業協同組合連合会等             ７．５ ０             ７．５   １８団体 

 

 
   合 計          ２，２８０      ０     ２，２８０  

 

 

 

４．役員の状況 

定 数  理事長１人、理事１人、監事１人 

 
氏 名      役 職      任 期                 経 歴         

 
庄 司 裕 宇   理  事 長 令和 ７年１０月 １日～令和１０年 ９月３０日 （前）農水産業協同組合貯金保険機構理事 

 佐 藤 宏 昭   理  事 令和 ７年１０月 １日～令和 ９年 ９月３０日 （前）総務省公害等調整委員会事務局審査官 

 
金  井  千  尋   監 事（非常勤） 平成２８年 ５月 １日～令和 ８年 ４月３０日  公認会計士   

 

 

５．職員の状況 

職員の定数 

                                                                                                                                    

 
令和６事業年度末 令和７事業年度増減 令和７事業年度末 

 

 
              １８人              ０人               １８人 

 



 （6） 

６．当該事業年度及び前事業年度までの事業の実施状況 

（１）農水産業協同組合貯金保険法に基づく業務  

①保険料収納の状況                                                                     （単位：百万円）   

  令和５事業年度 令和６事業年度 令和７事業年度  

 

 

 

保 険 料 ７，０２５ ７，０４１ ４，６４２  

 

 

 

 

   

②資金援助発動の状況                  （単位：百万円） 

  平成１４事業年度まで 

資 金 援 助 １１１，８７０ 

  金  銭  贈  与 ９３，９５８ 

 資 金 貸 付 ２，７６７ 

 資  産  買  取 ８，８５８ 

 債 務 の 保 証 ６，２８７ 

件  数 ２２件 

 

平成１５事業年度以降、新たな組合の破綻は生じていない。 

なお、資金援助額は、運営委員会決定ベースである。 

また、上記のほか、貯払資金貸付５８百万円のうち２３百万円が資金援助とみなされている。 

 

③貯金者データ整備状況に係る立入検査の実施状況                                          （単位：件）   

  令和５事業年度 令和６事業年度 令和７事業年度  

 

 

 

実 施 件 数 ３４ ２０ ２  

 

 

 

 

 

④調査業務等の状況 

貯金保険制度により保護される貯金の割合を把握するため、保険対象組合に対し、貯金カバー率調査を実施した。 
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（２）株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法に基づく業務 

出資の状況                                     （単位：百万円）                         

  平成２３事業年度 平成３０事業年度  

 

 

  

 

 

 

出 資 額 

（累   計） 

１，３１４ 

 

 ６６４ 

（１，９７８） 

 

 

 

 

 
 

平成２３事業年度及び平成３０事業年度以外の出資はない。 

 



７．資金計画の実施の結果

①  一般勘定 （単位：円）

科　　目 計画額 実績額 差　異 科　　目 計画額 実績額 差　異
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ） （Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ）

保険金事業費 200,000 0 △ 200,000 前年度よりの繰越金 182,204,614,000 182,440,973,179 236,359,179
　保　険　金 100,000 0 △ 100,000
　仮払保険金 100,000 0 △ 100,000 保険料収入

　保　険　料 4,645,000,000 4,642,132,750 △ 2,867,250
保険事故処理費 100,000 0 △ 100,000

回収金収入
資金援助事業費 4,644,000,000 0 △ 4,644,000,000 　貯金等債権回収金 100,000 0 △ 100,000
　金 銭 贈 与 4,643,300,000 0 △ 4,643,300,000
　貸　付　金 100,000 0 △ 100,000 資金援助事業収入 300,000 0 △ 300,000
　優 先 出 資 100,000 0 △ 100,000 　受 取 利 息 100,000 0 △ 100,000
　損 害 担 保 100,000 0 △ 100,000 　貸付回収金 100,000 0 △ 100,000
　債務保証代位弁済 100,000 0 △ 100,000 　求償権回収金 100,000 0 △ 100,000
　資産買取業務委託費 200,000 0 △ 200,000
　公的管理人業務費 100,000 0 △ 100,000 貯金等債権買取事業収入 100,000 0 △ 100,000

貯金等債権買取事業費 200,000 0 △ 200,000 協定債権回収会社納付金収入 100,000 0 △ 100,000
　貯金等債権買取費 100,000 0 △ 100,000
　貯金等債権回収益支払金 100,000 0 △ 100,000 協定債権回収会社貸付金

利息収入 100,000 0 △ 100,000
貯金等債権買取処理費 100,000 0 △ 100,000

協定債権回収会社貸付回収金 100,000 0 △ 100,000
農水産業協同組合再生事業費 100,000 0 △ 100,000

被管理農水産業協同
協定債権回収会社貸付金 100,000 0 △ 100,000 組合貸付回収金 100,000 0 △ 100,000

被管理農水産業協同組合貸付金 100,000 0 △ 100,000 資産運用収入 1,338,687,000 1,300,353,114 △ 38,333,886

過年度保険料払戻金 100,000 0 △ 100,000 負担金収入
　被管理農水産業協同

一般管理費 844,069,000 619,980,425 △ 224,088,575 組合等負担金収入 100,000 0 △ 100,000

固定資産取得 19,876,000 14,658,600 △ 5,217,400 金銭贈与返納金 100,000 0 △ 100,000

予　備　費 6,000,000 0 △ 6,000,000 事業外収入 400,000 295,200 △ 104,800

有価証券取得 233,200,000,000 219,715,570,000 △ 13,484,430,000 有価証券償還・売却 70,388,729,000 260,159,759,589 189,771,030,589

その他支出 76,484,000 1,576,332 △ 74,907,668 その他収入 1,500,000 1,502,729 2,729

翌年度への繰越金 19,788,601,000 228,193,231,204 208,404,630,204

合　　　計 258,580,030,000 448,545,016,561 189,964,986,561 合　　　計 258,580,030,000 448,545,016,561 189,964,986,561

令和７事業年度　　資　金　計　画　実　績　表

支　　　　出 収　　　　入

(8)



②  危機対応勘定 （単位：円）

科　　目 計画額 実績額 差　異 科　　目 計画額 実績額 差　異
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ） （Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ）

特別監視指定に係る
農林中央金庫貸付金 100,000 0 △ 100,000 前年度よりの繰越金 0 0 0

特別監視指定に係る 借 入 金 収 入
農林中央金庫優先出資 100,000 0 △ 100,000 借 入 金 収 入 300,000 0 △ 300,000

一般管理費 100,000 0 △ 100,000

翌年度への繰越金 0 0 0

合　　　計 300,000 0 △ 300,000 合　　　計 300,000 0 △ 300,000

令和７事業年度　　資　金　計　画　実　績　表

支　　　　出 収　　　　入

(9)



③  東日本大震災事業者再生支援勘定 （単位：円）

科　　目 計画額 実績額 差　異 科　　目 計画額 実績額 差　異
（Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ） （Ａ） （Ｂ） （Ｂ－Ａ）

一般管理費 102,000 0 △ 102,000 前年度よりの繰越金 1,816,000 1,891,854 75,854

翌年度への繰越金 1,816,000 1,895,753 79,753 事 業 外 収 入
  受 取 利 息 102,000 3,899 △ 98,101

合　　　計 1,918,000 1,895,753 △ 22,247 合　　　計 1,918,000 1,895,753 △ 22,247

令和７事業年度　　資　金　計　画　実　績　表

支　　　　出 収　　　　入

(10)



 （11） 

８．借入金の状況 

  直近３事業年度（令和５事業年度、令和６事業年度、令和７事業年度）において、借入金はない。 

なお、令和８年３月末現在、借入金残高はない。 

 

 

９．国庫補助金等の状況 

  直近３事業年度（令和５事業年度、令和６事業年度、令和７事業年度）において、国庫補助金等の受入れはない。 

 

１０．機構が行った出資の状況 

  株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法に基づく出資 

 

  機構は、株式会社東日本大震災事業者再生支援機構法第５４条第１項の規定に基づき、株式会社東日本大震災事業者再生支援機構の設立の発

起人となり出資を行っている。 

 

出 資 先 取 得 日  出資金額（百万円） 取得株式数 

株式会社東日本大震災 

事業者再生支援機構 

平成２４年２月２２日   １，３１４   ２６，２８０ 

平成３０年６月２８日 ６６４ １３，２７６ 

 合  計 １，９７８ ３９，５５６ 

 

  



 （12） 

株式会社東日本大震災事業者再生支援機構の概要                        （令和８年３月３１日現在） 

所在地 
本  店  宮城県仙台市青葉区一番町４丁目６－１ 仙台第一生命タワービルディング１９階 

東京本部  東京都千代田区丸の内２丁目２－２ 丸の内三井ビルディング１０階 

資本金 ２９，９８４百万円 

事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 再生支援の対象となった事業者（以下「対象事業者」という。）に対して金融機関等が有する債権の買取り等 

② 対象事業者に対する次に掲げる業務 

 イ 資金の貸付け（社債の引受けを含む。） 

 ロ 金融機関等の資金の借入れに係る債務の保証 

 ハ 出資 

 ニ 事業の再生に関する専門家の派遣 

 ホ 事業活動に関する必要な助言 

③ 債権買取り等に係る債権の管理及び譲渡その他の処分 

④ 出資に係る株式又は持分の譲渡その他の処分 

⑤ ④の業務に関連して必要な交渉及び調査として行う法律事務 等 

役員の状況 取締役４名、監査役２名 

役員の代表者名 松﨑 孝夫 

職員数 ４９名 

機構の持株比率 ６．６％ 

沿革 平成２４年２月２２日 設立 

 



 (13) 

１１．機構が対処すべき課題 

 

機構は、信用事業を行う農水産業協同組合（農協、漁協等。以下「組合」という。）に経営破綻が生じた場合、その貯金者等に対

し、機構が保険金等の支払や貯金等債権の買取り等を行うほか、経営困難組合に係る適切な資金援助、管理人による管理及び金融危

機に対応するための措置や、農林中央金庫の資産・負債の秩序ある処理に関する措置などにより、貯金者等の保護と信用秩序の維持

に資することを使命としている。 

我が国の金融システムは、引き続きその安定は維持されているものの、様々な状況の変化を踏まえ、金融環境の動向や組合経営に

おける影響などを注視するとともに、破綻処理の迅速化にも取り組む必要がある。 

この使命を果たすために、 

① 破綻処理即応力を高める各種取組の実践や態勢の強化 

② 専門性の高い人材の確保・育成とノウハウ継承 

③ 貯金保険機構の業務に関する各種システムの拡充・強化やＡＩの活用などを通じた効率的な業務運営の推進 

④ 行政や系統団体など関係機関との緊密な連携 

などが極めて重要な課題となっている。 



令和７事業年度

財   　務   　諸   　表

農水産業協同組合貯金保険機構



令和７事業年度末

１．　一　般　勘　定

（１）財産目録 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  　(１)

（２）貸借対照表 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  　(２)

（３）損益計算書 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  　(３)

（４）重要な会計方針等 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  　(４)

２．　東日本大震災事業者再生支援勘定

（１）財産目録 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  　(５)

（２）貸借対照表 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  　(６)

（３）損益計算書 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  　(７)

（４）重要な会計方針等 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  　(８)
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一般勘定

令和７事業年度末

区　　分 摘　　要 区　　分 摘　　要

(流　動　資　産） 306,765,629,047 (流　動　負　債） 26,944,181

 現　金 ･ 預　金 228,193,231,204  未　払　金 一般管理費 25,441,452 25,441,452

   普  通  預  金 228,193,231,204

   定  期  預  金  預　り　金 徴収諸税未納金 1,502,729 1,502,729

 有　価　証　券 残存期間が１年未満の有価証券 78,472,592,606

   国　　　債 29,972,665,956

   地　方　債 11,400,000,000

　 法人発行債 西日本高速道路株式会社社債等 37,099,926,650 (固　定　負　債） 491,324,403,047

 未　収　収　益 99,805,237  責 任 準 備 金 491,246,487,247 491,246,487,247

   未　収　利　息 有価証券未収受取利息等 99,805,237

 退職給与引当金 77,915,800 77,915,800

(固　定　資　産） 184,885,718,181

 有形固定資産 14,913,742

   建　物 事務所内部造作 60,101

   工具・器具・備品 14,853,641

 投資その他の資産 184,870,804,439

   投資有価証券 残存期間が１年以上の有価証券 184,825,293,139

     国　　　債 21,238,771,268

     地　方　債 70,490,024,009

　 　法人発行債 住宅金融支援機構債券等 58,596,497,862

　   金　融　債 34,500,000,000

   敷金・保証金 45,511,300

491,351,347,228

491,651,347,228 300,000,000

財　産　目　録

金　額 合　計 金　額 合　計

　令和８年３月３１日現在

 資 産 合 計
負　債　合　計
正　味　財　産

円 円円 円

(1)



一般勘定

令和７事業年度末

科　　　目 科　　　目

　流　動　資　産 306,765,629,047 　流　動　負　債 26,944,181

　　現　金 ・ 預　金 228,193,231,204 　　未　払　金 25,441,452

　　有　価　証　券 78,472,592,606 　　預　り　金 1,502,729

　　未　収　収　益 99,805,237 　固　定　負　債 491,324,403,047

　　責　任　準　備　金 491,246,487,247

　固　定　資　産 184,885,718,181 　　退 職 給 与 引 当 金 77,915,800

　　有形固定資産 14,913,742

　　　建　物 60,101 （負　債　合　計） 491,351,347,228

　　　工具・器具・備品 14,853,641

　　投資その他の資産 184,870,804,439 　資　　本　　金 300,000,000

　　　投 資 有 価 証 券 184,825,293,139 　　政　府　出　資　金 75,000,000

　　　敷　金・保　証　金 45,511,300 　　日 本 銀 行 出 資 金 75,000,000

　　民　間　出　資　金 150,000,000

（純　資　産　合　計） 300,000,000

資　産　合　計 491,651,347,228 負　債 ・ 純　資　産　合　計 491,651,347,228

貸　借　対　照　表

     　    令和８年３月３１日現在

 資　　産　　の　　部

金　　額 金　　額

負　債　及　び　純　資　産　の　部

（単位：円）

(2)



令和７年４月　１日から

令和８年３月３１日まで

一般勘定 （単位：円）

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

 経　常　費　用 5,686,631,423  経　常　収　益 5,686,631,424

   一　般　管　理　費 634,422,110    保　険　料　収　入 4,642,132,750

     一　般　管　理　費 622,300,318      保　険　料 4,642,132,750

     退職給与引当金繰入 10,607,300

     減　価　償　却　費 1,514,492    資　産　運　用　収　入 1,044,203,474

   責 任 準 備 金 繰 入 5,052,209,313    事　業　外　収　益 295,200

 特　別　損　失 1

   固 定 資 産 除 却 損 1

合　　　計 5,686,631,424 合　　　計 5,686,631,424

費　用　の　部 収　益　の　部

損　益　計　算　書

令和７事業年度　

(3)



　○重要な会計方針等

　　１．有価証券の評価は、償却原価法（定額法）。

　　２．有形固定資産の償却は定額法。減価償却累計額　22,551,537円。

　　３．貸倒引当金は、破産、民事再生等法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況にある債務

　　　者に係る債権について、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収見込額等を控除し、その残額を計上。

　　　　また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債

　　　権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収見込額等を控除し、その残額のうち債務者の支払能力を総合的に判断し、

　　　必要と認める額を計上。

　　　　上記以外の債権については、合理的と認める貸倒率に基づき計上。

        ただし、これらに該当する債権が当年度末には存在しないことから、計上せず。

　　４．退職給与引当金は、役職員の退職金の支給に備えるため、期末要支給額を計上。

　　５．責任準備金は、農水産業協同組合貯金保険法施行規則第15条第１項に基づき保険料、受取利息等の収益の合計額から保険金、

　　　資金援助費用、その他の費用の合計額を控除した金額を積立。

　　６．消費税の会計処理方法は税込方式。

　　７．金融商品の時価等に関する事項

　　　　期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額  時価  差額

①現金及び預金 228,193 228,193 0

②有価証券及び投資有価証券 263,297 246,617 △ 16,680

（注）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

（１） 現金及び預金

　　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。

（２） 有価証券及び投資有価証券

       これらの時価については、決算日の市場価格等に基づく時価を適用している 。

(4)



東日本大震災事業者再生支援勘定

令和７事業年度末

区　　分 摘　　要 区　　分 摘　　要

(流　動　資　産） 1,895,753 (流　動　負　債） 0 0

 現　金 ･ 預　金 1,895,753

   普  通  預  金 1,895,753

(固　定　資　産） 1,977,800,000 (固　定　負　債） 0 0

 投資その他の資産 1,977,800,000

　東日本大震災事業者再生支援機構株式 1,977,800,000

0

1,979,695,753 1,979,695,753

財　産　目　録

金　額 合　計 金　額 合　計

　令和８年３月３１日現在

 資 産 合 計

負　債　合　計

正　味　財　産

円 円円 円

(5)



東日本大震災事業者再生支援勘定

令和７事業年度末

科　　　目 科　　　目

　流　動　資　産 1,895,753 　流　動　負　債 0

　　現　金 ・ 預　金 1,895,753

　固　定　負　債 0

　固　定　資　産 1,977,800,000

　　投資その他の資産 （負　債　合　計） 0

　　　東日本大震災事業者再生支援機構株式 1,977,800,000

　資　　本　　金 1,980,000,000

　　政　府　出　資　金 1,980,000,000

  欠    損    金 △ 304,247

    繰 越 欠 損 金 △ 308,146

       当　期　未　処　分　利　益 3,899

（純　資　産　合　計） 1,979,695,753

資　産　合　計 1,979,695,753 負　債 ・ 純　資　産　合　計 1,979,695,753

貸　借　対　照　表

         令和８年３月３１日現在

 資　　産　　の　　部

金　　額 金　　額

負　債　及　び　純　資　産　の　部

（単位：円）

(6)



令和７年４月　１日から

令和８年３月３１日まで

東日本大震災事業者再生支援勘定 （単位：円）

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

経 常 費 用 0  経　常　収　益 3,899

　一 般 管 理 費 0    事　業　外　収　益 3,899

当 期 利 益 金 3,899

合　　　計 3,899 合　　　計 3,899

費　用　の　部 収　益　の　部

損　益　計　算　書

令和７事業年度

(7)



　○重要な会計方針等

１．有価証券の評価は、総平均法による原価法。

２．消費税の会計処理方法は税込方式。

３．金融商品の時価等に関する事項

（単位：百万円）

区分 帳簿価格

非上場株式 1,977

　非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、

当該帳簿価格によっている。

(8)



令和７事業年度

決   算   報   告   書

農水産業協同組合貯金保険機構



１．収入支出決算書

（１）一般勘定 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　(１)

（２）危機対応勘定 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　(３)

（３）東日本大震災事業者再生支援勘定 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　(５)

２．債務に関する計算書

（１）一般勘定 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　(７)

（２）危機対応勘定 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　(８)

（３）東日本大震災事業者再生支援勘定 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　(９)
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令和７事業年度収入支出決算書

一般勘定

科　　目 収入予算額 収入決定済額
収入予算額と収入
決定済額との差額

備　考

（款）保険料収入 円 円 円

　（項）保　険　料 4,645,000,000 4,642,132,750 △ 2,867,250

（款）回収金収入
　（項）貯金等債権回収金 100,000 0 △ 100,000

（款）資金援助事業収入 300,000 0 △ 300,000
　（項）受　取　利　息 100,000 0 △ 100,000
　（項）貸 付 回 収 金 100,000 0 △ 100,000
　（項）求 償 権 回 収 金 100,000 0 △ 100,000

（款）貯金等債権買取事業収入
　（項）貯金等債権買取事業収入 100,000 0 △ 100,000

（款）協定債権回収会社納付金収入
　（項）協定債権回収会社納付金収入 100,000 0 △ 100,000

（款）協定債権回収会社貸付金利息収入
　（項）協定債権回収会社貸付金利息収入 100,000 0 △ 100,000

（款）協定債権回収会社貸付回収金
　（項）協定債権回収会社貸付回収金 100,000 0 △ 100,000

（款）被管理農水産業協同組合貸付回収金
　（項）被管理農水産業協同組合貸付回収金 100,000 0 △ 100,000

（款）資産運用収入
　（項）受 取 利 息 1,338,687,000 1,300,353,114 △ 38,333,886

（款）負担金収入
　（項）被管理農水産業協同組合等負担金収入 100,000 0 △ 100,000

（款）金銭贈与返納金
　（項）金銭贈与返納金 100,000 0 △ 100,000

（款）事業外収入
　（項）雑　収　入 400,000 295,200 △ 104,800

合　　計 5,985,187,000 5,942,781,064 △ 42,405,936

収　入　の　部

(1)



一般勘定

増 減
円 円 円 円 円 円 円

（項）保険金事業費 200,000 0 0 0 200,000 0 200,000

（項）保険事故処理費 100,000 0 0 0 100,000 0 100,000

（項）資金援助事業費 4,644,000,000 0 0 0 4,644,000,000 0 4,644,000,000

（項）貯金等債権買取事業費 200,000 0 0 0 200,000 0 200,000

（項）貯金等債権買取処理費 100,000 0 0 0 100,000 0 100,000

（項）農水産業協同組合再生事業費 100,000 0 0 0 100,000 0 100,000

（項）協定債権回収会社貸付金 100,000 0 0 0 100,000 0 100,000

（項）被管理農水産業協同組合貸付金 100,000 0 0 0 100,000 0 100,000

（項）過年度保険料払戻金 100,000 0 0 0 100,000 0 100,000

（項）一般管理費 844,069,000 0 0 0 844,069,000 622,300,318 221,768,682
　（目）役職員給与 227,302,000 0 0 0 227,302,000 202,143,758 25,158,242
　（目）事 務 諸 費 192,927,000 0 0 0 192,927,000 146,606,948 46,320,052
　（目）調査業務費 423,540,000 0 0 0 423,540,000 273,549,612 149,990,388
　（目）交　際　費 300,000 0 0 0 300,000 0 300,000

（項）退職給与引当金繰入 12,604,000 0 0 0 12,604,000 10,607,300 1,996,700

（項）固定資産取得費 19,876,000 0 0 0 19,876,000 14,658,600 5,217,400

（項）予　備　費 6,000,000 0 0 0 6,000,000 0 6,000,000

合　　　計 5,527,549,000 0 0 0 5,527,549,000 647,566,218 4,879,982,782

支　出　の　部

支出予算現額 支出決定済額 不用額科　　目 支出予算額 予備費使用額
流　用　額

(2)



令和７事業年度収入支出決算書

危機対応勘定

科　　目 収入予算額 収入決定済額
収入予算額と収入
決定済額との差額

備　考

（款）借 入 金 収 入
円 円 円

  （項）借 入 金 300,000 0 △ 300,000

合　　計 300,000 0 △ 300,000

収　入　の　部

(3)



危機対応勘定

増 減
円 円 円 円 円 円 円

（項）特別監視指定に係る

農林中央金庫貸付金

（目）特別監視指定に係る

農林中央金庫貸付金 100,000 0 0 0 100,000 0 100,000

（項）特別監視指定に係る

農林中央金庫優先出資

（目）特別監視指定に係る

農林中央金庫優先出資 100,000 0 0 0 100,000 0 100,000

（項）一 般 管 理 費

　（目）事務諸費 100,000 0 0 0 100,000 0 100,000

合　　　計 300,000 0 0 0 300,000 0 300,000

支　出　の　部

科　　目 支出予算額 予備費使用額
流　用　額

支出予算現額 支出決定済額 不用額

(4)



令和７事業年度収入支出決算書

東日本大震災事業者再生支援勘定

科　　目 収入予算額 収入決定済額
収入予算額と収入
決定済額との差額

備　考

（款）事 業 外 収 入
円 円 円

  （項）受 取 利 息 102,000 3,899 △ 98,101

合　　計 102,000 3,899 △ 98,101

収　入　の　部

(5)



東日本大震災事業者再生支援勘定

増 減
円 円 円 円 円 円 円

（項）一 般 管 理 費

　（目）事務諸費 102,000 0 0 0 102,000 0 102,000

合　　　計 102,000 0 0 0 102,000 0 102,000

支　出　の　部

支出予算現額 支出決定済額 不用額科　　目 支出予算額 予備費使用額
流　用　額

(6)



１．翌事業年度以降にわたる債務負担行為

一般勘定

前事業年度末の 本事業年度の 本事業年度末の

債　務　額 債務負担額 支出による消滅 その他の消滅 計 債　務　額

円 円 円 円 円 円 円

合　計

２．借入金

一般勘定

前事業年度末の 本事業年度の 本事業年度の 長 期 借 入 金 の 本事業年度末の

借 入 残 高 借 入 額 償 還 額 流動負債への振替 借 入 残 額

円 円 円 円 円 円

合　計

該　　当　　な　　し

債　務　に　関　す　る　計　算　書　（令和７事業年度）

事　項 計
本　事　業　年　度　の　債　務　消　滅　額

備　　考

事　項 計 備　　考

該　　当　　な　　し

(7)



１．翌事業年度以降にわたる債務負担行為

危機対応勘定

前事業年度末の 本事業年度の 本事業年度末の

債　　務　　額 債務負担額 支出による消滅 その他の消滅 計 債　　務　　額

円 円 円 円 円 円 円

合　計

２．借入金

危機対応勘定

前事業年度末の 本事業年度の 本事業年度の 長 期 借 入 金 の 本事業年度末の

借 入 残 高 借 入 額 償 還 額 流動負債への振替 借 入 残 額

円 円 円 円 円 円

合　計

該　　当　　な　　し

計 本　事　業　年　度　の　債　務　消　滅　額 備　　考

該　　当　　な　　し

事　項 計 備　　考

債　務　に　関　す　る　計　算　書　（令和７事業年度）

事　項

(8)



１．翌事業年度以降にわたる債務負担行為

東日本大震災事業者再生支援勘定

前事業年度末の 本事業年度の 本事業年度末の

債　　務　　額 債務負担額 支出による消滅 その他の消滅 計 債　　務　　額

円 円 円 円 円 円 円

合　計

２．借入金

東日本大震災事業者再生支援勘定

前事業年度末の 本事業年度の 本事業年度の 長 期 借 入 金 の 本事業年度末の

借 入 残 高 借 入 額 償 還 額 流動負債への振替 借 入 残 額

円 円 円 円 円 円

合　計

該　　当　　な　　し

事　項 計 備　　考

債　務　に　関　す　る　計　算　書　（令和７事業年度）

備　　考

該　　当　　な　　し

事　項 計 本　事　業　年　度　の　債　務　消　滅　額

(9)



令和７事業年度

監　　事　　意　　見　　書

農水産業協同組合貯金保険機構



 

 

 
監  事  意  見  書  

 
 
 
 令和７事業年度（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）に係る当機構の
業務執行の状況及び財産の状況について法令、定款及び監査規程に従い監査した結果、
次のとおりであったことを御報告申し上げます。  
 
 
１．業務の執行については、法令又は定款に違反する重大な事実はなく、事業報告書
の内容は、当機構の状況を正しく示しているものと認めます。 

 
 
２．財産目録、貸借対照表、損益計算書、収入支出決算書及び債務に関する計算書は、
法令及び定款並びに規程等に準拠して作成されており、当機構の令和７年３月３１
日現在の財産及び同日をもって終了する損益等の状況を全ての重要な点において
適正に表示しているものと認めます。  

 
 
 
                            令和８年４月２４日  
 

                           監  事   金   井   千   尋  
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